
○今月のポイント
生産活動は、情報通信機械工業をはじめ11業種が上昇し、生産指数が2か月ぶりに前月を上回った。
個人消費は、百貨店・スーパー販売額が52か月連続で前年同月を上回った。乗用車新規登録・届出台数は6か月連続で前年同月を下回った。
雇用情勢は、有効求人倍率が上昇し、南関東の完全失業率が3か月ぶりに前年同月を上回った。
総じてみると管内経済は、一部に弱い動きがみられるものの、緩やかに改善している。
今後については、各国の通商政策の動向や物価上昇等が国内経済に与える影響について留意する必要がある。
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◆鉱工業生産：一進一退ながら弱含み◆

○生産指数：101.9、前月比＋3.1%と2か月ぶりの上昇。

・情報通信機械工業、生産用機械工業、汎用機械工業等の11業種が上昇。

・輸送機械工業、化学工業（除．医薬品）等の6業種が低下。

管内鉱工業指数の詳細はこちら https://www.kanto.meti.go.jp/tokei/kokogyo/
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（注）管内鉱工業指数は2024年年間補正済み。

◎鉱工業生産活動

(2020年基準、上段：指数、下段：前月比（％）、(P)は速報値、(R)は修正値)

（生産指数） 2025年10月 2025年11月(R) 2025年12月(P)

104.7 101.9 101.8

1.5 ▲ 2.7 ▲ 0.1

103.4 98.8 101.9

2.4 ▲ 4.4 3.1

（注）2020年基準鉱工業指数における季節調整は、米国センサス局のＸ－１２－ＡＲＩＭＡを

用いて実施した。

全国

管内



◎業種別・品目別の動向（生産）

◎業種別の影響度合い（生産）

○上昇した業種（生産指数）

情報通信機械工業：116.6、前月比＋30.6％と2か月ぶりの上昇。

生産用機械工業：121.9、前月比＋10.2％と2か月ぶりの上昇。

汎用機械工業：115.4、前月比＋12.0％と3か月ぶりの上昇。

○低下した業種（生産指数）

輸送機械工業：107.1、前月比▲2.7％と5か月ぶりの低下。（自動車工業：95.1、前月比▲2.6％と2か月連続の低下。）

化学工業（除．医薬品）：90.7、前月比▲1.0％と2か月連続の低下。

注） 影響度合いは、                                                                    で計算。
当月指数値 - 前月指数値  業種ウェイト 

  前月の総合指数値        総合ウェイト×

注） １．前月比及び前年同月比は、増減率（％）を表す。
   ２．業種は上から、品目は左から寄与の高い順となっている。

◆鉱工業生産：一進一退ながら弱含み◆
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主な上昇・低下品目

情報通信機械工業 30.6 0.2 無線応用装置、放送装置、外部記憶装置

生産用機械工業 10.2 15.0 フラットパネル・ディスプレイ製造装置、金型

汎用機械工業 12.0 12.4 空気圧機器

輸送機械工業 ▲ 2.7 ▲ 1.7 航空機部品、普通トラック

化学工業（除．医薬品） ▲ 1.0 ▲ 1.8 ポリエチレン、パラキシレン

主な上昇・低下業種

上昇

低下



○百貨店・スーパー販売：10,823億円、全店前年同月比+3.5％と52か月連続で前年を上回る。（既存店前年同月比+0.6％）

百貨店 ：3,234億円、全店前年同月比▲0.5％と2か月連続で前年を下回る。（既存店前年同月比▲0.1％）

「身の回り品」が不調。

スーパー：7,588億円、全店前年同月比+5.2%と40か月連続で前年を上回る。（既存店前年同月比+1.0％）

「飲食料品」が好調。

管内百貨店・スーパー販売動向の詳細はこちら https://www.kanto.meti.go.jp/tokei/ogata/index.html

◆個人消費：緩やかな上昇傾向にある◆
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※経済産業省「商業動態統計調査」における母集団名簿の変更に伴い、
2025年1月分より、対象事業所の見直しを行っています。

◎百貨店・スーパー販売額
（上段：販売額、億円。下段：全店前年同月比％、(P)は速報値、(R)は確報値）

2025年10月 2025年11月(R) 2025年12月(P)

18,815 19,903 23,828

5.1 4.9 1.5

8,564 9,094 10,823

6.7 6.1 3.5

2,293 2,624 3,234

2.9 ▲ 0.9 ▲ 0.5

6,271 6,470 7,588

8.2 9.3 5.2

全国

管内
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(参考)6業態販売額（全店ベース）

6業態計

6業態：百貨店＋スーパー＋コンビニエンスストア＋家電大型専門店＋ドラッグストア＋ホームセンター
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○コンビニ販売：5,233億円、前年同月比+3.6％と49か月連続で前年を上回る。

管内家電大型専門店販売額の推移

管内コンビニエンスストア販売額の推移

◆個人消費：緩やかな上昇傾向にある◆

○家電大型専門店販売額：2,468億円、前年同月比+2.1％と5か月連続で前年を上回る。

※経済産業省「商業動態統計調査」における母集団名簿の変更に伴い、
2025年1月分より、対象事業所の見直しを行っています。

◎コンビニエンスストア販売額
（上段：販売額、億円。下段：前年同期(月)比％、(P)は速報値、(R)は確報値）

2025年10月 2025年11月(R) 2025年12月(P)

11,318 10,941 11,656

2.6 3.9 2.5

5,076 4,935 5,233

3.4 5.0 3.6

◎コンビニエンスストア店舗数
（上段：店舗数、店。下段：前年同月比％、(P)は速報値、(R)は確報値）

2025年10月 2025年11月(R) 2025年12月(P)

56,612 56,644 56,659

1.1 1.2 1.2

23,731 23,738 23,747

2.1 2.1 2.1

全国

管内

全国

管内

◎家電大型専門店販売額
（上段：販売額、億円。下段：前年同期(月)比％、(P)は速報値、(R)は確報値）

2025年10月 2025年11月(R) 2025年12月(P)

3,679 4,122 4,927

11.0 7.6 0.4

1,854 2,066 2,468

9.9 7.4 2.1

◎家電大型専門店店舗数
（上段：店舗数、店。下段：前年同月比％、(P)は速報値、(R)は確報値）

2025年10月 2025年11月(R) 2025年12月(P)

2,657 2,655 2,657

▲ 0.3 ▲ 0.6 ▲ 0.5

1,003 1,002 1,003

0.5 0.3 0.3

全国

管内

全国

管内



管内ホームセンター販売額の推移

管内ドラッグストア販売額の推移
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◆個人消費：緩やかな上昇傾向にある◆

○ドラッグストア販売額：3,694億円、前年同月比+1.4％と56か月連続で前年を上回る。

○ホームセンター販売額：1,479億円、前年同月比▲2.0％と3か月ぶりに前年を下回る。

※経済産業省「商業動態統計調査」における母集団名簿の変更に伴い、
2025年1月分より、対象事業所の見直しを行っています。

◎ドラッグストア販売額
（上段：販売額、億円。下段：前年同期(月)比％、(P)は速報値、(R)は確報値）

2025年10月 2025年11月(R) 2025年12月(P)

7,856 7,955 8,658

5.9 7.9 2.3

3,326 3,398 3,694

4.1 6.8 1.4

◎ドラッグストア店舗数
（上段：店舗数、店。下段：前年同月比％、(P)は速報値、(R)は確報値）

2025年10月 2025年11月(R) 2025年12月(P)

20,256 20,328 20,371

3.6 3.6 3.6

8,422 8,457 8,479

1.9 2.2 2.2

全国

管内

全国

管内

◎ホームセンター販売額
（上段：販売額、億円。下段：前年同期(月)比％、(P)は速報値、(R)は確報値）

2025年10月 2025年11月(R) 2025年12月(P)

2,716 2,862 3,337

0.2 1.0 ▲ 2.7

1,189 1,256 1,479

0.6 1.1 ▲ 2.0

◎ホームセンター店舗数
（上段：店舗数、店。下段：前年同月比％、(P)は速報値、(R)は確報値）

2025年10月 2025年11月(R) 2025年12月(P)

4,564 4,559 4,563

1.0 0.7 0.7

1,483 1,480 1,481

1.7 1.2 1.0

全国

管内

全国

管内
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○乗用車新規登録・届出台数

3車種（普通・小型・軽乗用車）合計：106,505台、前年同月比▲0.7％と6か月連続で前年を下回る。

・車種別 普通乗用車：48,923台、前年同月比▲9.5％と3か月連続で前年を下回る。

小型乗用車：23,887台、前年同月比+19.0％と2か月連続で前年を上回る。

軽乗用車 ：33,695台、前年同月比+1.7％と2か月ぶりに前年を上回る。

・エリア別 東京圏 ：64,120台、前年同月比▲1.6％と6か月連続で前年を下回る。

東京圏以外：42,385台、前年同月比+0.7％と6か月ぶりに前年を上回る。

◆個人消費：緩やかな上昇傾向にある◆
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【出所】一般社団法人日本自動車販売協会連合会、一般社団法人全国軽自動車協会連合会
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乗用車新規登録・届出台数（管内、3車種合計）

3車種合計

【出所】一般社団法人日本自動車販売協会連合会、一般社団法人全国軽自動車協会連合会

◎乗用車新規登録・届出台数
（上段：台数、下段：前年同月比％）

2025年10月 2025年11月 2025年12月

327,568 306,840 277,536

▲ 2.9 ▲ 7.0 ▲ 0.9

122,269 114,601 106,505

▲ 2.9 ▲ 6.7 ▲ 0.7

56,699 53,486 48,923

▲ 7.7 ▲ 14.3 ▲ 9.5

27,752 25,517 23,887

▲ 3.8 5.9 19.0

37,818 35,598 33,695

5.9 ▲ 1.9 1.7

72,477 68,066 64,120

▲ 2.4 ▲ 6.6 ▲ 1.6

49,792 46,535 42,385

▲ 3.6 ▲ 6.7 0.7

◎乗用車新規登録・届出台数 年別累計（管内、1～12月）
（上段：台数、下段：前年同期比％）

2023年 2024年 2025年

1,480,258 1,390,074 1,426,706

14.9 ▲ 6.1 2.6

693,304 700,207 681,098

28.0 1.0 ▲ 2.7

331,992 286,476 308,096

1.7 ▲ 13.7 7.5

454,962 403,391 437,512

8.4 ▲ 11.3 8.5

出所；一般社団法人日本自動車販売協会連合会、一般社団法人全国軽自動車協会連合会

3車種合計

　軽乗用車

　普通乗用車

　小型乗用車

　軽乗用車

全国

管内

　普通乗用車

　小型乗用車

東京圏

東京圏以外
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○消費支出金額(関東・二人以上の世帯)：1世帯当たり372,114円、前年同月比(実質)▲2.3％と8か月ぶりに前年を下回る。

◆個人消費：緩やかな上昇傾向にある◆

◎家計消費支出（二人以上の世帯）
（上段：１世帯当たり消費支出金額、円。下段：実質前年同期(月)比％）

（二人以上の世帯） 2025年10月 2025年11月 2025年12月

306,872 314,242 351,522

▲ 3.0 2.9 ▲ 2.6

341,595 338,929 372,114

1.5 3.4 ▲ 2.3

（うち勤労者世帯） 2025年10月 2025年11月 2025年12月

338,977 350,349 374,127

0.1 7.2 ▲ 3.6

388,245 379,094 399,706

10.0 6.5 ▲ 3.3

出所；総務省

※関東；茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川、山梨、長野

全国

関東

全国

関東

《参考指標》

◎景気の現状・先行き判断ＤＩ（景気ウォッチャー調査、家計動向関連）
（上段：ＤＩ、下段：前月差）

（現状判断） 2025年10月 2025年11月 2025年12月 （先行き判断） 2025年10月 2025年11月 2025年12月

47.8 47.9 48.4 52.6 49.1 47.2

2.0 0.1 0.5 4.5 ▲ 3.5 ▲ 1.9

46.6 47.3 47.8 51.5 49.1 46.9

1.1 0.7 0.5 3.1 ▲ 2.4 ▲ 2.2

44.5 46.4 47.2 50.0 50.3 44.7

2.0 1.9 0.8 5.3 0.3 ▲ 5.6

47.3 47.5 48.0 52.0 48.6 47.7

0.7 0.2 0.5 2.2 ▲ 3.4 ▲ 0.9

48.0 42.5 48.0 53.3 45.6 45.5

0.9 ▲ 5.5 5.5 6.6 ▲ 7.7 ▲ 0.1

出所；内閣府

※北関東：茨城、栃木、群馬 ※南関東：埼玉、千葉、東京、神奈川 ※甲信越：新潟、山梨、長野

甲信越

南関東

北関東

関東

南関東

北関東

関東

甲信越

全国全国
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○有効求人倍率（季節調整値）：1.25倍、前月差＋0.02ポイントと3か月ぶりに上昇。

東京圏 ：1.27倍、前月差＋0.02ポイントと3か月ぶりに上昇。

東京圏以外：1.20倍、前月差＋0.01ポイントと15か月ぶりに上昇。

○新規求人倍率（季節調整値）：2.30倍、前月差＋0.05ポイントと3か月ぶりに上昇。

東京圏 ：2.43倍、前月差＋0.06ポイントと3か月ぶりに上昇。

東京圏以外：2.07倍、前月差＋0.04ポイントと2か月ぶりに上昇。

◆雇用情勢：緩やかに改善している◆

◎有効求人倍率、新規求人倍率
（上段：有効求人倍率、下段：新規求人倍率、季節調整値、倍）

2025年10月 2025年11月 2025年12月

1.18 1.18 1.19

2.12 2.14 2.17

1.23 1.23 1.25

2.29 2.25 2.30

1.25 1.25 1.27

2.39 2.37 2.43

1.19 1.19 1.20

2.10 2.03 2.07

出所；厚生労働省
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【出所】厚生労働省「一般職業紹介状況」
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◆雇用情勢：緩やかに改善している◆

○新規求人数（季節調整値）：308,984人、前月比+3.0%と3か月連続で増加。

東京圏 ：210,753人、前月比+2.9%と2か月連続で増加。

東京圏以外：98,231人、前月比+3.4%と2か月ぶりに増加。

○新規求人数（原数値） ：前年同月比▲1.7%と5か月連続で減少。

・「医療,福祉」、「情報通信業」、「卸売業,小売業」等が減少に寄与。

◎新規求人数（季節調整値）
（上段：新規求人数、人。下段：前月比％）

2025年10月 2025年11月 2025年12月

768,661 789,864 807,886

▲ 0.9 2.8 2.3

296,071 299,856 308,984

0.1 1.3 3.0

199,665 204,822 210,753

▲ 0.7 2.6 2.9

96,406 95,034 98,231

1.6 ▲ 1.4 3.4

出所；厚生労働省
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【出所】厚生労働省「一般職業紹介状況」
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○南関東の完全失業率（原数値）：2.3%、前年同月差+0.1%と3か月ぶりに前年を上回る。

◆雇用情勢：緩やかに改善している◆

○事業主都合離職者数：10,412人、前年同月比▲31.2%と5か月連続で減少。

東京圏 ：7,538人、前年同月比▲39.7%と6か月連続で減少。

東京圏以外：2,874人、前年同月比+9.1%と5か月ぶりに増加。

◎事業主都合離職者数
（上段：人数、人。下段：前年同月比％）

2025年10月 2025年11月 2025年12月

35,362 22,888 24,145

▲ 10.4 ▲ 15.2 ▲ 22.8

17,237 10,387 10,412

▲ 5.3 ▲ 17.0 ▲ 31.2

13,512 7,803 7,538

▲ 3.0 ▲ 21.2 ▲ 39.7

3,725 2,584 2,874

▲ 13.0 ▲ 1.1 9.1

出所；厚生労働省

全国

管内

東京圏

東京圏以外
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【出所】総務省「労働力調査」

◎就業者数、完全失業者数、完全失業率（すべて原数値）
（上段：就業者数、万人。中段：完全失業者数、万人。下段：完全失業率、％。（）前年同月差）

2025年10月 2025年11月 2025年12月

6,865  (52) 6,862  (48) 6,842  (31)

183   (13) 171    (7) 166    (12)

2.6  (0.2) 2.4  (0.0) 2.4  (0.2)

2,168  (40) 2,175  (46) 2,173  (35)

56    (0) 50   (▲5) 51    (3)

2.5 (▲0.1) 2.3 (▲0.2) 2.3 (0.1)

出所；総務省　

※南関東：埼玉、千葉、東京、神奈川

《参考指標》

◎完全失業率（季節調整値）
2025年10月 2025年11月 2025年12月

全国 2.6 2.6 2.6

全国

南関東
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○法人企業景気予測調査（令和7年10-12月期調査）

全産業 前年度比+10.6％、製造業 同+23.3％、非製造業 同+4.3％

○設備投資計画調査（2025年6月調査）

首都圏：全産業 前年度比+19.2％、製造業 同+20.5％、非製造業 同+18.9％

北関東甲信：全産業 前年度比+9.9％、製造業 同+14.9％、非製造業 同+1.4％

◆設備投資：前年度を上回る見込み◆

◎法人企業景気予測調査

関　東 全　国

令和7年度見込み 令和7年度見込み

全　産　業 10.6 6.6

( 11.1 ) ( 6.8 )

製 造 業 23.3 13.4

( 24.3 ) ( 13.9 )

非製造業 4.3 3.1

( 4.7 ) ( 3.1 )

出所；内閣府、財務省、関東財務局

※関東（茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川、新潟、山梨、長野）

※設備投資額(ソフトウェア投資額を含み、土地購入額を除く)

（上段：前年同期比増減率％（令和7年10-12月期調査）、

　下段：括弧書きは前回（令和7年7-9月期）調査結果）

◎設備投資計画調査
（前年度増減率％）

2024年度 2025年度 2024年度 2025年度 2024年度 2025年度

実　績 計　画 実　績 計　画 実　績 計　画

全　産　業 9.0 19.2 38.9 9.9 9.8 14.2

製 造 業 5.7 20.5 56.8 14.9 5.0 21.4

非製造業 10.0 18.9 12.7 1.4 12.2 10.7

出所；株式会社日本政策投資銀行

※首都圏（埼玉、千葉、東京、神奈川）※北関東甲信（茨城、栃木、群馬、山梨、長野）

※設備投資額(2025年6月調査)

首都圏 北関東甲信 全　国

《参考指標》

◎全国企業短期経済観測調査
全国  2024年度（実績）   ： 全産業 前年度比+7.5％、製造業 同+7.3％、非製造業 同+7.6％

　     2025年度（計画）   ： 全産業 前年度比+8.9％、製造業 同+14.0％、非製造業 同+6.0％

出所；日本銀行

※設備投資額（土地投資額を含み、ソフトウェア投資額、研究開発投資額を除く）(2025年12月調査)
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○公共工事請負金額

・単月（2025年12月）：3,316億円、前年同月比+24.7％と2か月ぶりに前年を上回る。

東京圏 ：2,356億円、前年同月比+23.3％と2か月ぶりに前年を上回る。

東京圏以外：960億円、前年同月比+28.2％と3か月ぶりに前年を上回る。

・年度累計（2025年4月～12月）：48,813億円、前年同月比+15.3％。

◆公共工事：2か月ぶりに前年同月を上回った◆

◎公共工事請負金額（単月）
（上段：請負金額、億円。下段：前年同月比％）

2025年10月 2025年11月 2025年12月

13,327 7,452 7,799

18.1 ▲ 6.8 14.9

5,289 2,876 3,316

24.0 ▲ 13.9 24.7

386 240 171

42.4 ▲ 15.4 93.3

539 349 786

149.3 5.6 86.3

1,779 1,092 1,021

▲ 4.5 ▲ 31.9 4.5

2,379 1,092 1,209

40.8 11.3 16.3

104 39 73

27.4 22.7 73.9

101 64 55

▲ 29.6 ▲ 41.7 ▲ 39.1

3,881 2,010 2,356

39.4 ▲ 14.8 23.3

1,408 866 960

▲ 4.9 ▲ 11.7 28.2

◎管内公共工事請負金額（4～12月）
（上段：請負金額、億円。下段：前年同期比％）

2023年度 2024年度 2025年度

39,390 42,350 48,813

6.8 7.5 15.3

59,487 58,724 57,285

1.2 ▲ 1.3 ▲ 2.5

出所；北海道建設業信用保証株式会社、東日本建設業保証株式会社、西日本建設業保証株式会社

　独立行政法人等

　国

管内

全国

東京圏
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○新設住宅着工戸数：27,650戸、前年同月比+4.1％と2か月ぶりに前年を上回る。

東京圏 ：22,050戸、前年同月比+3.3％と2か月ぶりに前年を上回る。

東京圏以外：5,600戸、前年同月比+7.8％と2か月連続で前年を上回る。

・都県別では、茨城県、栃木県、埼玉県、千葉県、東京都、新潟県、山梨県、静岡県において前年を上回る。

◆住宅着工：2か月ぶりに前年同月を上回った◆

◎新設住宅着工戸数
（上段：戸数、下段：前年同月比％）

2025年10月 2025年11月 2025年12月

71,871 59,524 62,118

3.2 ▲ 8.5 ▲ 1.3

33,861 26,184 27,650

3.7 ▲ 10.5 4.1

7,184 6,804 7,024

▲ 3.7 ▲ 6.9 2.7

14,856 11,652 11,344

10.4 ▲ 2.9 3.8

11,568 7,581 8,976

4.5 ▲ 22.2 3.9

5,581 1,948 3,153

4.4 ▲ 55.8 0.8

253 147 306

▲ 61.2 ▲ 23.4 109.6

27,269 20,146 22,050

6.6 ▲ 13.9 3.3

6,592 6,038 5,600

▲ 6.5 3.4 7.8

出所；国土交通省

《参考指標》

◎首都圏マンション市場動向
（新規発売戸数は、上段：戸数、下段：前年同期(月)比％。

　販売在庫数は、上段：戸数、下段：前期(月)末比増減戸数。新規契約率は％）

2025年10月 2025年11月 2025年12月

1,316 1,910 5,468

▲ 28.2 ▲ 14.4 ▲ 6.0

5,495 5,733 6,976

▲ 384 238 1,243

新規契約率 63.0 60.2 63.1

出所；株式会社不動産経済研究所　※首都圏（埼玉、千葉、東京、神奈川）
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【出所】国土交通省「建築着工統計」



◎消費者物価指数
（2020年基準。上段：指数値、下段：前年同期(月)比％。）

総合指数
2025年10月 2025年11月 2025年12月 2026年1月

全国 112.8 113.2 113.0 -

3.0 2.9 2.1 -

関東 112.4 112.8 112.6 -

2.9 2.8 2.1 -

東京都区部 111.8 112.2 112.0 111.9

2.7 2.7 2.0 1.5

生鮮食品を除く総合指数
2025年10月 2025年11月 2025年12月 2026年1月

全国 112.1 112.5 112.2 -

3.0 3.0 2.4 -

関東 111.7 112.1 111.8 -

2.9 2.9 2.4 -

東京都区部 111.0 111.4 111.1 110.9

2.8 2.8 2.3 2.0

生鮮食品及びエネルギーを除く総合指数
2025年10月 2025年11月 2025年12月 2026年1月

全国 111.5 111.6 111.5 -

3.1 3.0 2.9 -

関東 111.2 111.3 111.1 -

3.0 2.9 2.8 -

東京都区部 110.6 110.8 110.6 110.4

2.8 2.8 2.6 2.4

出所；総務省

※関東：茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川、山梨、長野
- 14 -

○消費者物価指数（関東、生鮮食品を除く総合（12月））：111.8、前年同月比＋2.4％と52か月連続で上昇。

総合指数：112.6、前年同月比＋2.1％。

・総合指数の上昇に寄与した主な内訳：穀類、菓子類、調理食品。

・総合指数の下落に寄与した主な内訳：授業料等、生鮮野菜。

○東京都区部消費者物価指数（生鮮食品を除く総合、中旬速報値（1月））：110.9、前年同月比+2.0％と53か月連続で上昇。

総合指数：111.9、前年同月比+1.5％。

・総合指数の上昇に寄与した主な内訳：家賃、穀類、外食。

・総合指数の下落に寄与した主な内訳：生鮮野菜、他の諸雑費｡

◆参考◆
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○国内企業物価指数（速報）：128.1、前月比+0.1％と4か月連続で上昇、前年同月比は2.4％。

・前月比変化に寄与した主な類別・品目

上昇：非鉄金属（銅、プラスチック被覆銅線、銀地金）

農林水産物（塩干・塩蔵品、牛肉、鶏肉）

飲食料品（すし・弁当・おにぎり、そう菜、ねり製品)

生産用機器 （金型、半導体製造装置（除フラットパネルディスプレイ製造装置）、プレス機械）

スクラップ類（銅・アルミニウム屑、鉄屑）

輸送用機器（シャシー・車体構成部品、乗用車、駆動・伝導・操縦装置部品）

化学製品（キシレン、農薬、触媒）

業務用機器（カメラ用交換レンズ、試験機、歯科材料）

下落：石油・石炭製品（ガソリン、軽油、Ａ重油）

電力・都市ガス・水道（事業用電力、都市ガス）

- 15 -

◆参考◆

◎国内企業物価指数
（2020年基準。上段：指数値、中段：前期(月)比％、下段：前年同期(月)比％。

(P)は速報値、(R)は訂正値)

2025年10月 2025年11月 2025年12月(P)

全国 127.6 128.0 128.1

0.5 0.3 0.1

2.7 2.7 2.4

出所；日本銀行
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【出所】日本銀行「企業物価指数」



◎企業倒産
（上段：件数、負債総額、億円。下段：件数、負債総額とも前年同期(月)比％。）

（倒産件数） 2025年10月 2025年11月 2025年12月

全国 965 778 928

6.1 ▲ 7.4 10.2

管内 397 320 372

13.7 0.6 14.4

（負債総額） 2025年10月 2025年11月 2025年12月

全国 1,275 824 2,981

▲ 49.5 ▲ 48.5 53.6

管内 527 426 2,184

▲ 63.7 ▲ 52.8 63.9

出所；株式会社東京商工リサーチ - 16 -

○輸出入：輸出は5か月連続で前年同月を上回り、輸入は4か月連続で前年同月を上回る。

○企業倒産：倒産件数は3か月連続で前年同月を上回り、負債総額は4か月ぶりに前年同月を上回る。

◆参考◆

- 16 -

◎貿易統計
（上段：金額、十億円。下段：前年同期(月)比％。(P)は速報値、(R)は確報値又は確々報値)

（輸出額） 2025年10月(R) 2025年11月(R) 2025年12月(R) （輸入額） 2025年10月(R) 2025年11月(R) 2025年12月(P)

9,766 9,709 10,408 9,998 9,398 10,295

3.6 6.1 5.1 0.7 1.4 5.2

4,022 4,248 4,477 5,574 5,287 5,659

3.0 9.2 8.3 2.5 2.9 8.7

674 775 706 699 672 689

▲ 13.3 10.3 ▲ 15.2 6.2 3.7 6.3

340 345 392 679 687 770

4.3 11.0 3.2 ▲ 7.7 8.9 16.4

2,349 2,403 2,589 2,768 2,645 2,765

7.0 4.8 12.7 3.7 5.5 13.9

出所；財務省　　※管内：東京税関、横浜税関、名古屋税関（うち清水税関支署）

全国

管内

　米国

　ＥＵ

　アジア　アジア

　ＥＵ

　米国

管内

全国

◎為替レート
（上段：円。下段：前年同期(月)比％。ｲﾝﾀｰﾊﾞﾝｸ相場(東京市場)中心相場/月中平均）

2025年10月 2025年11月 2025年12月

151.28 155.12 155.88

1.1 0.9 1.4

出所；日本銀行

米ドル／円



関東経済産業局は広域関東圏 （1都10県＝茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、
新潟県、山梨県、長野県、静岡県）を行政の区域としており、当資料における「管内」とは、上記の1都10
県を含んだものとなります。

なお、当資料で用いられる地域に含まれる都県については、特に注記が無い場合、以下のとおりとなりま
すのでご注意ください。

茨城 栃木 群馬 埼玉 千葉 東京 神奈川 新潟 山梨 長野 静岡

管内

東京圏 ○ ○ ○ ○

東京圏

以外
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（お問い合わせ先）
関東経済産業局 総務企画部 企画調査課

経済調査室 景気動向係
電 話：０４８－６００－０２４２
U R L ：https://www.kanto.meti.go.jp/

当資料における地域の表記について
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